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Abstract
The purpose of this study is to investigate the current situation of the system of 
accepting student teachers at special-needs schools in Hokkaido and the expectations 
of schools receiving student teachers concerning practical teacher training provided 
by this university, and thereby to identify current issues and indicate ways to further 
improve teacher training at special-needs schools. 
　　I investigated 73 special-needs schools in Hokkaido from June to July 2019 using 
written questionnaires about the current situation and challenges they have noticed 
concerning teacher training at special-needs schools. I also referred to questionnaires filled 
out by student teachers of our faculty after completing teacher training sessions in 2018. 
   The survey results revealed the following two problems experienced by schools 
accepting student teachers:  (1) the increasingly large number of teacher students that 
the schools have to accommodate, and (2) the content of training adding to the burden on 
homeroom teachers who are primarily responsible for evaluating students’ training practice 
and supervising their training journals. Survey of the “expected guidance that should be 
provided by the university” and the “required skills of teacher students” indicated strong 
needs for “appropriate manners and attitudes as a teacher and student teacher,” “thorough 
understanding of children” and “effective interaction with children.” Other challenges to be 
addressed concern the system of accepting student teachers, the manners and attitudes of 
student teachers, teacher training journals, teaching plans and instructions.
　　The survey of student teachers showed that teacher training at special-needs schools 
involving student teachers is not only instrumental in fostering better understanding 
of people with disabilities, but also in expanding the student teachers’ horizons and 
knowledge of the social functions and educational significance of the school organizations. 
　　To resolve the issues, both parties have to share information on the expectations 
hosting schools have toward the university and vice versa, as well as the content of 
education provided by the university.
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The Current Situation and Challenges Regarding 
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・調査対象：北海道内の全特別支援学校 73 校（分校・国立・私立含む。2019 年度新設校を除く）

































第 4 章　調査 A の結果とまとめ
・回答校





① 教育実習生の受け入れ（過去 3 年間）　










視覚障害   2   4
聴覚障害   5   6
知的障害（義務校） 21 26
知的障害（単置校） 21 25
肢体不自由   9 10
病弱   1   2




大規模校 100 名以上   7
中規模校 40 〜 99 名 22
小規模校 39 名以下   20











一定程度の教職経験がある教員 　52（校）  86.7（％）
教科指導において優れている教員 19 31.6
生徒指導において優れている教員 21 35.0
学級の状態が安定している教員 41  68.3
補助・支援が必要な幼児児童生徒のいる学級の教員  3 5.0
校務分掌上の主任層である教員  3 5.0



































学級担任 　　  47（校）         78.3（％）
教科担任   8 13.3
教育実習の総括担当者 10 16.7
管理職   2   3.3
























学級担任 　　  48（校）         80.0（％）
教科担任   9 15.0
教育実習の総括担当者 10 16.7








事前指導（オリエンテーション）の際に実施している 　　  35（校）        58.3（％）
教育実習開始時に実施している 23 38.3
特に実施していない   2 3.3






意図的に機会を設けている 　　  16（校）        38.1（％）
特に機会を設けていない 18 42.9





リエンテーション）の際に機会を設けている」が 33.3 % であったが、「実習中、随時機会を設けてい













事前指導（オリエンテーション）の際に機会を設けている 　　  20（校）        33.3（％）
教育実習開始時に機会を設けている 8 13.3
実習中、随時機会を設けている 17 28.3


























      
　貴校では、どのような内容が必要と考えますか？該当する数字に〇をつけてください。
４．とても必要である　３．必要である　２．あまり必要ではない　１．必要ではない













個別の教育支援計画   13（校）    21.6（％）
個別の指導計画 41 68.3
生育歴 7 11.7













































































































































































































































　Ⅱ、Ⅲで、順位（9 位と 10 位）、得点分布がほぼ同一であった。「あまり必要でない」と回答した学
校が 1割以上あった。
⑬特別支援学校でのボランティアの義務付け
　Ⅱ．Ⅲで、数値（2.53 と 2.52）、順位（13 位と 12 位）、得点分布がほぼ同一であった。　「あまり必要
でない」「必要でない」と回答した学校の意識や、その理由の分析には検討の余地がある。
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いては、その内容を踏まえ、「a. 支援内容・指導内容」、「b. 教材研究」、「c. 障害理解」、「d. コミュニケー
ション」と命名した。
































ミュニケーション方法」、「g. 教科指導」、「h. 指導案作成」、「i. 積極性」と命名した。
























































































学校での教育実習は 4 年次に２〜 3 週間の日程で実施されるが、本学科の学生の中でも、特別支援学校
の幼稚部で教育実習を行える学生は限られている。
　また本学科の課題として、現在の教育課程では事前指導が時間割に位置づいておらず単発の授業であ
ることから十分な時間を取ることができず、模擬授業や実習校に対応した詳細な指導を行うまでには
至っていないことが挙げられる。今後は児童生徒の個人情報管理に関する事項、情報機器の取り扱いに
関する事項の指導も必要となるため、現状では事前指導の時間が不足することが考えられる。この課題
に対しては、事前指導や「実習の手引き」等を通して学生のさらなる主体的な学びを促すことが求めら
れる。
　なお本学科は 2020 年度から「子ども教育学科」に再編され、小学校教諭一種免許状の取得が可能に
なる。これにより、北海道・札幌市等の教員採用試験の受験が可能となり、特別支援学校教諭への道が
拓けることから、今後はさらに本学科の学生の特別支援学校教諭への志向が高まることが考えられる。
　そこで前述の課題を解決するための方策として次のことが考えられる。
　１．大学の指導や教育実習生の能力に必要なこととして挙げられている「教師・実習生としての心得、
マナー」「子どもの理解」「子どもとの関わり方」といった基礎的な力については、大学が指導すること
はもちろんだが、実習生も具体的な課題を持ち、意識の向上を図るように努めること。
　２．学習指導案、実習日誌、指導案、児童生徒指導に関することについては、大学でも指導するが現
場で実際に体験しなくてはわからない側面も多い。大学側と実習校側がさらに連携を深めることが肝要
である。例えば、大学は事前に学生の情報等を伝えるよう努め、実習校は実習生に学校教育目標等の根
本的な内容から指導を進めることを考える。学習指導案、実習日誌、指導案、児童生徒指導については、
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これらを「実習の核心」と捉え、実習校にもさらに指導の充実をお願いする。
　いずれにしても、実習校と大学が、教育実習指導を互いにまかせっきりにするのではなく、これまで
以上にその意義・内容・方法等について議論を深めることが、特別支援学校教育実習の充実につながる
ものと考える。
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